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（単位：円）

うち当期総利益(又
は当期総損失)

43,259,928,657 43,259,928,657 8,866,153,510 △ 10,623,958,670 △ 322,930,719 △ 344,922,751 △ 2,425,658,630 210,851,056 70,691,914 32,083,729 339,140,279 － 652,766,978 41,487,037,005

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 691,494,994 691,494,994 691,494,994

固定資産の除売却 1,787,584 △ 2,122,897 △ 335,313 △ 335,313

減価償却 △ 731,664,685 △ 731,664,685 △ 731,664,685

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１） 利益の処分又は損失の処理

　前中期目標期間からの繰越し 634,927,546 △ 634,927,546 － －

　積立金への振替 △ 210,851,056 △ 70,691,914 620,683,249 △ 339,140,279 － －

　国庫納付金の納付 △ 17,839,432 △ 17,839,432 △ 17,839,432

（２） その他

　当期純利益（又は当期純損失） 4,526,781,041 4,526,781,041 4,526,781,041 4,526,781,041

　前中期目標期間繰越積立金取崩額 △ 196,264,645 166,911,446 166,911,446 △ 29,353,199 △ 29,353,199

　目的積立金取崩額

Ⅳ　評価・換算差額等の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 691,494,994 △ 729,877,101 － △ 2,122,897 △ 40,505,004 227,811,845 △ 70,691,914 △ 32,083,729 4,354,552,208 4,693,692,487 4,479,588,410 4,439,083,406

当期末残高 43,259,928,657 43,259,928,657 9,557,648,504 △ 11,353,835,771 △ 322,930,719 △ 347,045,648 △ 2,466,163,634 438,662,901 － － 4,693,692,487 4,693,692,487 5,132,355,388 45,926,120,411

(注１）令和4事業年度の純資産変動計算書における狭義の資本剰余金の当期首残高は、令和3事業年度の期末残高から損益外除売却差額相当額を控除した額としていることから、令和3事業年度の貸借対照表における狭義の資本剰余金残高と、令和4事業年度の純資産変動計算書における資本剰余金の当期首残高は整合しません。

(注２）積立金の国庫納付等

 １ 前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は32,083,729円であり、これに前中期目標期間繰越積立金210,851,056円、前中期目標期間の最終年度の未処分利益339,140,279円及び目的積立金の使用残額70,691,914円を加えると、積立金は652,766,978円となります。

２ この積立金652,766,978円のうち、今中期目標期間の業務の財源及び固定資産の見合い等として繰越の承認を受けた額は634,927,546円であり、差し引き17,839,432円 については国庫に納付しました。

純 資 産 変 動 計 算 書
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金(又は繰越欠損金)

純資産
合計政府

出資金
資本金
合計

目的積立金 積立金

当期変動額

当期未処分利益(又
は当期未処理損失)

利益剰余金(又は繰
越欠損金)合計

当期首残高

除売却差額相当累
計額(－)

資本
剰余金
合計

前中期目標期間繰
越積立金

資本
剰余金

減価償却相当累計
額(－)

減損損失相当累計
額(－)
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（単位：円）　

Ⅰ 当期未処分利益 4,693,692,487

当期総利益 4,693,692,487

Ⅱ 利益処分額 4,693,692,487

積立金 4,620,291,556

73,400,931 4,693,692,487

利益の処分に関する書類

国立大学法人法第３５条において準
用する独立行政法人通則法第４４条
第３項により文部科学大臣の承認を
受けようとする額

教育研究の質の向上及び組織運営の改
善に充てるための積立金
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財務諸表に対する注記事項 

Ⅰ 重要な会計方針 

国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告

書」（国立大学法人会計基準等検討会議 令和４年２月１０日改訂）及び「「国立大学法人会計基

準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 

令和５年４月１３日最終改訂））を適用して、財務諸表を作成しています。なお、国立大学法人会計

基準等のうち、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内容については令和５事業年度か

ら適用します。 

１. 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

原則として期間進行基準を採用しています。

ただし、退職一時金に充当される「特殊要因運営費交付金」については費用進行基準を、

「基幹運営費交付金（ミッション実現加速化経費）」「特殊要因運営費交付金」に充当される

運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い業務達成基準又は費用進行

基準を、また、「奈良国立大学機構の運営費交付金に関する取扱要領」に基づき、理事長

から指定を受けた業務については、業務達成基準を採用しています。 

２. 減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しています。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。主な資産の耐用年

数は以下のとおりです。 

建物 ５～５０年 

構築物 ５～６０年 

工具器具備品 ２～１５年 

車輌運搬具 ４～ ６年 

なお、受託研究収入により購入した償却資産については当該受託研究期間を耐用年

数としています。 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第７８）の減価償却相当額については、

減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しています。  

（２）無形固定資産

定額法を採用しています。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に、

また，特許権については法人税法上の耐用年数（８年）を基準としています。
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見返負債は計上していません。 

この結果、当事業年度において資産見返負債を計上せず固定資産を取得した時点で計上した

収益が 229,640,257 円増加し、前事業年度まで計上していた資産見返負債の臨時利益への振替

額 4,559,911,989 円が増加しています。また、当事業年度の運営費交付金、授業料、寄附金を財

源として取得した固定資産に係る当事業年度の減価償却費等を 316,024,997 円計上しているため、

前事業年度と比較して経常利益が 86,384,740 円減少し、当期純利益及び当期総利益は

4,473,527,249 円増加しています。 

その他、前事業年度の貸借対照表における「資産見返補助金等」は当事業年度より「長期繰延

補助金等」に、「建設仮勘定見返施設費」は「預り施設費」としてそれぞれ表示していますが、損益

に与える影響はありません。 

 

（表示方法の変更） 

損益外減価償却累計額及び損益外減損損失累計額について、国立大学法人会計基準等の改

訂に伴い、当事業年度より、減価償却相当累計額及び減損損失相当累計額として表示していま

す。 

損益外除売却差額相当額について、前事業年度まで資本剰余金に含めて表示しておりました

が、国立大学法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、資本剰余金の控除項目の除売却

差額相当累計額として表示しています。損益外除売却差額相当額について表示方法を変更した

ことにより、資本剰余金の当期首残高が 344,922,751 円増加し、除売却差額相当累計額の当期首

残高が 344,922,751 円増加しています。 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

 

１.  翌期の運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額       ４５８，６４４，２８４円 

 

２.  翌期以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額  

４，２５３，９９５，６０７円 

 

Ⅲ 損益計算書関係 

 

１.  臨時利益のうち、資産見返運営費交付金等戻入 1,546,113,223 円、資産見返寄附金戻入 

612,417,401 円、資産見返物品受贈益戻入 2,401,381,365 円 は会計基準改訂に伴い期首に

計上した資産見返負債の収益化額です。 
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Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 

 

１. 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

             現金及び預金                   ２，０４２，８６４，０８４円 

             定期預金      △５，５０２，９３４円 

             資金期末残高                   ２，０３７，３６１，１５０円 

２. 重要な非資金取引 

     （１）現物寄附による資産の取得 

             工具器具備品       ３４，３４８，６４９円 

             図書             １５，４１３，８２１円 

                 構築物                               １円 

計      ４９，７６２，４７１円 

 

Ⅴ 減損会計関係 

 

  １． 減損の兆候が認められた固定資産 

     （１）減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額の概要 

                                                     （単位： 円） 

用途 種類 場所 帳簿価額 

宿泊施設 土地 

建物 

建物附属設備 

構築物 

奈良女子大学 

NWU 奈良会館 

（奈良市法蓮町 772-1） 

23,820,000 

1,424,701 

93,612 

4 

教育・研究 土地 

建物 

建物附属設備 

構築物 

奈良女子大学 

東吉野自然環境研究施設 

（奈良県吉野郡東吉野村大字木津川字今

西ノ上 297 の 3） 

7,980,000 

1,294,218 

2,977 

6 

教育・研究 土地 奈良教育大学 

自然環境教育センター 奥吉野実習林 

（奈良県五條市大塔町清水） 

14,570,000 

 

 

寄宿舎 土地 

建物 

建物附属設備 

構築物 

奈良教育大学 

国際学生宿舎 

（奈良県奈良市高畑町） 

411,000,000 

117,275,352 

2,002,681 

8,146,439 

寄宿舎 土地 

建物 

建物附属設備 

構築物 

奈良教育大学 

法蓮団地(宿舎一) 

（奈良県奈良市法蓮町 1416-10） 

26,000,000 

1 

4 

1,890 
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（２）認められた減損の兆候の概要

・NWU 奈良会館、東吉野自然環境研究施設及び国際学生宿舎については、新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響により、一時的に稼働率が著しく低下しています。

・奥吉野実習林の土地については、平成２３年９月の台風１２号及び平成２６年８月の

台風１１号により被災し、当面の使用を控えている状態です。 

・法蓮団地（宿舎一）については、令和４年度については、入居者がいなかったため、

宿舎としては稼働していない状態です。 

（３）減損を認識しない根拠

・NWU 奈良会館、東吉野自然環境研究施設及び国際学生宿舎については、新型コロナ

ウイルス感染症が収束した後は稼働率の回復が見込めるため、減損を認識していませ

ん。 

・奥吉野実習林は、平成２３年９月の台風１２号及び平成２６年８月の台風１１号により

被災し、当面の使用を控えている状態であったが、国交省による砂防工事及び周辺工 

事の完成により安全が確認できた後に教育・研究への活用を予定しているため、減損を

認識していません。 

・法蓮団地（宿舎一）については、今後入居希望者があった場合は入居可能なよう維持

管理を行っているため、減損を認識していません。 

Ⅵ 金融商品関係 

１. 金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定しています。

資金運用にあたっては国立大学法人法第３５条が準用する独立行政法人通則法第４７条

の規定に基づき、公債のみを保有しており株式等は保有していません。

２. 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、現金は注記を省略しており、預金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似することから、注記を省略しています。

（単位： 円） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 投資有価証券及び有価証券

満期保有目的債券 128,833,576 131,925,000 3,091,424 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の三つのレベルに分類しています。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価 
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レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い

レベルに時価を分類しています。

有価証券及び投資有価証券 

国債は相場価格を用いて評価しています。これらは活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しています。地方債は市場金利等のインプットを用いて算

定された取引金融機関から提示された価格を用いて評価しているため、その時価をレベ

ル２の時価に分類しています。

Ⅶ 賃貸等不動産関係 

１. 賃貸等不動産の時価等に関する事項

当法人は紀寺地区、上高畑地区、半田地区、北小路地区及び法蓮地区に寄宿舎等を有し

ています。これらの賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおり

です。

（単位：円） 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

当期首残高 当期増減額 当期末残高 

2,916,172,876 △68,662,520 2,847,510,356 2,970,991,887 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額です。 

（注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりです。 

   減価償却による減少                                  △６９，２１５，４１６円 

   設備等取得による増加（奈良女子大学国際交流会館）            ５５２，８９６円 

（注３）当期末の時価は、主として路線価による相続税評価額、償却資産については適正

な帳簿価格によっています。 

２. 賃貸等不動産に関する収益及び費用等の状況

賃貸等不動産に関する当事業年度における収益及び費用等の状況は次のとおりです。

（単位：円） 

賃貸収益 賃貸費用 
その他 

（売却損益等） 

26,220,250 84,357,946（55,038,315） － 

（注）賃貸費用の括弧内には、減価償却相当額を内数として記載しています。 
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Ⅷ 資産除去債務関係 

   該当事項はありません。 

 

Ⅸ 重要な債務負担行為 

   該当事項はありません。 

 

Ⅹ 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

１．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

（１）  業務費用 

①損益計算書上の費用                     9,231,212,993 

②（控除）自己収入等                     △4,551,524,797 

業務費用合計                                               4,679,688,196 

（２）  資本剰余金を減額したコスト等                            794,316,462 

（３）  機会費用 

国又は地方公共団体の無償又は減額された   

使用料による貸借取引の機会費用                  5,088,540 

政府出資の機会費用                            127,722,392     132,810,932 

（４）  国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト          

5,606,815,590 

 

２．（控除）自己収入等には、会計基準改訂に伴い期首に臨時利益に計上した資産見返運営費

交付金等戻入（授業料分）1,069,966,896 円、資産見返寄附金戻入 612,417,401 円が含まれて

います。 

 

３．機会費用の計上方法 

（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃貸料を参考に計算しています。 

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

決算日における１０年もの国債（新発債）の利回りは０．３２０％であり、「国立大学法人法

等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の算定

に係る利回りについて（通知）」（令和５年４月１１日付け５文科高第３３号）に基づき、０．３

２０％で計算しています。 

 

Ⅺ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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Ⅻ その他の注記事項 

国立大学法人奈良国立大学機構を創立することを含む国立大学法人法の一部を改正する

法律が令和３年５月２１日に公布されました。この法律の施行により、令和４年４月１日に国立

大学法人奈良教育大学は解散し、同日に国立大学法人奈良女子大学と国立大学法人奈良教

育大学は統合し、国立大学法人奈良国立大学機構が創設されました。 

統合時の承継資産の評価については、国立大学法人奈良国立大学機構資産評価委員会に

おいて、公正な評価により評価額が決定され、解散した国立大学法人奈良教育大学に係る一

切の権利及び義務は、国が承継する資産を除き、国立大学法人奈良国立大学機構が承継しま

した。 

統合により承継した資産及び負債・純資産の額及びその主な内訳（単位：円） 

資産の額 

固定資産 16,216,209,059 

流動資産    655,707,488 

合計 16,871,916,547 

負債の額 

固定負債 1,533,135,598 

流動負債   680,837,343 

合計 2,213,972,941 

純資産の額 

資本金 14,466,480,481 

利益剰余金    191,463,125 

合計 14,657,943,606 
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